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２（３）千島海溝沿いの巨大地震総合研究 

            

         「千島海溝沿いの巨大地震」総合研究グループリーダー 高橋浩晃 

                                 （北海道大学） 

                                                

１．はじめに 

千島海溝沿いでは，2011年東北地方太平洋沖地震と類似した巨大地震が，繰り返し発

生していることが津波堆積物の調査から明らかにされている。政府の地震調査研究推進

本部では，M8.8程度以上の超巨大地震の発生が切迫している可能性が高いと評価してお

り，津波や地震動による大きな被害が予想される。一方，千島海溝沿いでは，国によるプ

ロジェクト研究がほとんど実施されておらず，ハザード評価に必要な基礎的なデータが

不足している。今後進むであろう体系的な災害対策を下支えする，北海道に最適化され

た地震動や津波の事前予測・即時予測手法の高度化も萌芽的な段階にある。北海道の社

会素因や自然素因を考慮した防災対策を総合的に進めるためのシーズが必要となってい

る。 

本総合研究グループでは，千島海溝沿いで発生する巨大地震による災害の軽減を目指

した総合的な研究を横断的に実施する。総合研究グループが目指す最終的なアウトプッ

トは，津波避難計画に代表される災害軽減に貢献する地域防災スキームのプロトタイプ

の提示である。避難計画は１つのシナリオしか作成できないため，災害誘因と災害素因

の不確実性を反映させたロバストな仕様とすることが必要である。災害誘因である地震

動と津波の事前予測やその信頼区間の推定と，地域や時代ごとに異なる災害素因を重畳

させて最適な避難計画を検討することが望ましい。事前予測シナリオは，その性質上，不

確実性を内包しているため，リアルタイムデータによる即時的な防災情報との組み合わ

せが重要となる。千島海溝沿いで地震が発生した場合，北海道太平洋沿岸への津波到達

は20分程度と見積もられており，防災科学技術研究所のS-net水圧計データを活用した津

波のリアルタイム予測手法の開発は特に重点的に進めるべき課題である。 

近年の津波堆積物の網羅的な調査から，巨大津波履歴の概要の把握は飛躍的に進んだ。

しかし，津波事前予測や地震長期予測の高度化には，直近の17世紀初頭のイベントをは

じめ，各イベントの規模や波源域の違いの有無について更にデータを蓄積する必要があ

る。特に，十勝沖～根室沖の領域が日本海溝北部や北方領土以東と連動する可能性は，最

大マグニチュードを含めた津波浸水予測の波源域設定を行う上で重要な問題である。プ

レート間固着の空間分布は，地震時断層のすべり分布に起因する津波の特性を規定する

と考えられる。海底地殻変動観測によるプレート間固着状況の把握は，津波予測に事前

情報を与えることが期待される。 

前回の超巨大地震から約400年が経過している千島海溝南部は，超巨大地震の準備～直

前段階にあると考えられる。これまでに千島海溝で発生した巨大地震では，長期的な地

震活動の静穏化や前震の存在が報告されており，2008-2015年にも地震活動の低下が見ら

れている（松浦，2019）。また，20世紀以降に発生したM8クラスの巨大地震の大すべり域

と地下構造や定常的地震活動との空間的な関連性の報告がある。一方，東北地方太平洋

沖地震においても，大すべり域と地震波速度構造や地震波反射強度との空間的関連性や，

スロースリップをはじめとした直前～長期的な前駆的現象の可能性が検討されている。



- 252 - 
 

地震活動やプレート間固着などの震源域の動的な現況や，大すべり域周辺の地下構造と

いった静的な特徴などの基礎的なデータの蓄積を図り，東北地方太平洋沖地震などで得

られた知見を参照することで，地震発生に至る過程に関する研究を進める。また，北海道

は歴史的背景から他地域に比べて史料が極めて限られる。遺跡から発見される液状化痕

跡は，巨大地震の発生履歴や揺れの特性を記録している可能性があり，北海道でも網羅

的な調査を進める必要がある。 

地震や津波災害は地域性の強い現象である。事前予測に基づくハザードマップや避難

計画に実効性を担保するためには，実証実験に基づいた課題の検討と対策の検証による

最適化を行うことが望ましい。その際，北海道特有の人口分散・低人口密度という社会素

因と，積雪寒冷という自然素因の考慮が求められる。整備が進む地理空間情報と避難訓

練の実データを融合した空間分析手法は，避難計画設計への大きな貢献が期待される。

一方，住民はもとより，地方行政機関や防災情報を伝える地域の報道機関においても，地

震津波の災害リテラシーの向上は大きな課題である。災害現象は地域性が強いため災害

リテラシー向上の一元的な知識体系は確立されていないが，関係機関や地域社会と試行

錯誤的に連携を積み重ねることはすべての基盤となる。能動的・受動的に地域防災力の

向上を目指した取り組みを行っていくことは，災害の社会素因の把握のためにも重要で

ある。 

以上のように，本総合研究グループでは，北海道太平洋沿岸に最適な災害軽減スキー

ムのプロトタイプ作成を目標として，要素技術である津波や地震動の事前・即時予測手

法の高度化，避難計画の地理空間的解析，震源域の現況評価，巨大津波履歴情報の拡充な

どの課題間の連携をとり，その成果をインタラクティブに共有することで，現象理解・現

象予測・災害誘因予測を結びつけた横断的研究を推進する。 

 

２．令和元年度の主な成果 

津波堆積物の年代決定の高度化を目指した北海道太平洋沿岸での調査から，17 世紀前

半の伊達市有珠・登別市富岸・竹浦の津波堆積物は 1640 年北海道駒ヶ岳噴火起源である

こと，白老町社台・苫小牧市勇払・むかわ町汐見の津波堆積物は 1611 年慶長地震津波起

源の可能性が高いことがわかった。また，十勝の大樹町における 17 世紀津波堆積物の年

代は，浦幌町と同様に 1611 年よりは新しい時代のものであると推測された（北海道大学 

[課題番号：HKD_01］）。 

千島海溝南部の根室沖に海底地殻変動観測基準局を３か所設置し，１回目の測定を実

施した。また，海溝軸を跨ぐ形で３点の海底間音響測距機器を設置し観測を開始した。釧

路・根室沖の地震活動が比較的活発な海域で，海底地震計 10 台を用いた自然地震観測を

２か月間実施した（図１）（北海道大学 [課題番号：HKD_09]，東北大学災害科学国際研

究所 [課題番号：IRID02]，東京大学地震研究所 [課題番号：ERI_05]）。 

地震活動の静穏化現象を用いて，カムチャツカ半島東岸から千島列島，北海道沖，東北

日本沖，伊豆小笠原諸島にかけての沈み込み帯での長期予測を試行した。1988 年から 2015

年までに発生した震源の深さ 70km 以浅，Mw7.5 以上の９個の地震を予測対象とし，15 年

間のサブカタログを作成して空間格子の周囲から６個の地震を選び，地震の発生間隔が

11 年以上の場合を「静穏化」と判定して警報 ON にした場合の確率利得は 1.9 となり，ラ

ンダムな予測より高い結果が得られた（北海道大学 [課題番号：HKD_09]）。 
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地殻変動観測や地震活動評価から得られたプレート間固着の状態把握を先見情報とし

て利用し，かつS-netで観測される圧力波形データから津波即時予測を実施する手法とし

て，S-net観測網で地震発生後500秒以内に観測された圧力波形を３つのタイプに分類す

ることで津波波源域（地震時隆起域）を推定し，かつ隆起域の面積から地震のマグニチュ

ードを推定する手法を開発した。震源域近傍の海底圧力観測データ同化による津波数値

計算手法を用いて，実際のS-net観測点分布で津波がどの程度予測可能かを1968年十勝沖

地震の断層モデルに適用し，津波の高さ分布が過大に見積もられる傾向にあることがわ

かった（図２）（北海道大学 [課題番号：HKD_09]）。 

避難訓練結果を可視化する避難訓練可視化システムを開発し，集団避難実験における

運用を通して，システムの効果及び課題を検証した。避難訓練可視化システムの運用は

おおむね良好に進められた。特に端末側アプリの機能簡略化によって，参加者もアプリ

を意識することなく，避難行動を行うことができた。システムを利用したフィードバッ

ク学習に関しては，動的な訓練結果と災害関連情報を可視化することによって，参加者

の防災意識を変化させる効果があったと考えられた（北海道大学 [課題番号：HKD_07]）。

さらに，関係機関との情報共有や，公開講座・防災機関向け・報道機関向けの地震津波防

災勉強会を実施したほか，津波警報時の呼びかけ方法について報道機関とフィールドワ

ークを実施し，地域防災力の向上を図った。（北海道大学 [課題番号：HKD_09]）。 

 

３．これまでの課題と今後の展望 

海域のプレート間固着の状況は，津波浸水予測の断層モデル設定において重要な情報

であり，海底地殻変動観測の結果が期待される。千島海溝南部では，2008年以降M6.8以

上の地震が発生しておらず，地震活動は低調な状態が続いている。地殻活動のデータを

用いた地震活動の変化を定量的にモニターしていくことが重要である。17世紀巨大津波

の波源を特定する決定的な物証はいまだない状態であり，津波堆積物の広域比較から千

島海溝と日本海溝の接合部での地震発生の可能性を含めて検討を引き続き行うことが必

要である。津波即時予測には大きな役割が期待されているが，S-netの運用が始まって

から北海道の沖合観測網では実際に津波が観測された事例がなく，実データを用いた検

討が行われていない。津波避難計画の策定には，津波浸水の時系列に加え，強震動によ

る建物被害の評価が必要である。震源特性と地盤情報を組み合わせた広帯域強震動予測

手法の高度化が期待される。被災後の復旧復興には事前復興計画が重要であるが北海道

では策定事例がない。津波や強震動の事前予測情報から被害を推定し，それに基づいた

復興計画の策定が望まれる。 

総合研究グループの関連課題は，これまでの研究をベースとし，それを更に発展させ

ることで進められており，上記のように成果が挙がっている。一方，総合研究グループ

としての目標を達成するためには，関連課題の担当者が総合研究グループで期待される

アウトプットを把握し，他の成果との結合親和性を考慮して研究を進める必要がある。

事前情報を整理して全体スキームの共通認識を図るとともに，総合研究グループには含

まれていないが，予防災害対策に重要な課題を検討することが必要である。関連課題を

含め，災害軽減の事後確率の最大化が期待される課題を特に重点的に推進することが，

限られた研究リソースの活用の観点から重要である。 
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図１．海底地殻変動基準局の設置状況。G21・G22・G23がGNSS/A基準局（東北大学災害科

学国際研究所 [課題番号：IRID02]）。 

 

 
図２．1952年十勝沖地震の地震時隆起域を，S-net観測網の観測点で計算された水圧計波

形のタイプ分けにより推定した。(a) 1952年十勝沖地震断層による海水面上昇の初期値

とS-net地震観測網の観測点分布（赤丸，数字は観測点番号），(b)各観測点で想定される

水圧の時間変化（Inoue et al., 2019）（北海道大学 ［課題番号：HKD_09］）。 


